
島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (�)

� �

� �

島根県核燃料税条例の施行期日を定める規則 (税 務 課) �

島根県核燃料税条例施行規則 ( 〃 ) �

� �

字の名称の変更 (市 町 村 課) �

生活保護法の規定による医療扶助を担当する機関の指定 (健康福祉総務課) �

生活保護法の規定による指定医療機関の事業廃止の届出 ( 〃 ) �

生活保護法の規定による介護機関の指定 ( 〃 ) 	

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者の指定 (高齢者福祉課) 	

児童福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業所の名称の変更 (障害者福祉課) ��

児童福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業の廃止 ( 〃 ) ��

身体障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業所の名称の変更 ( 〃 ) ��

身体障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業の廃止 ( 〃 ) ��

知的障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業者の指定 ( 〃 ) ��

知的障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業所の名称の変更 ( 〃 ) ��

知的障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業の廃止 ( 〃 ) ��

島根県中山間地域活性化資金利子補給金交付要綱の一部改正 (農 業 経 営 課) ��

企業参入促進資金利子補給金交付要綱の一部改正 ( 〃 ) �


土地改良区の役員の退任 (農 村 整 備 課) �


保安林の指定 (森 林 整 備 課) �


保安林の指定の解除（�件） ( 〃 ) ��

保安林の指定施業要件の変更（
件） ( 〃 ) ��

大規模小売店舗立地法の規定による大規模小売店舗に係る事項の変更の届出（
 (経 営 支 援 課) ��

件）

地籍調査の成果の認証 (用 地 対 策 課) �	

土地収用法の規定に基づく事業の認定 ( 〃 ) �	

道路の区域の変更 (道 路 維 持 課) ��

道路の供用開始 ( 〃 ) ��

電線共同溝を整備すべき道路の指定の変更 ( 〃 ) ��

公有水面埋立ての免許 (港 湾 空 港 課) ��

港湾法の規定に基づく分区の指定（�件） ( 〃 ) ��

一定の複数建築物に対する制限の特例に係る対象区域 (建 築 住 宅 課) �


島根県指定金融機関等の名称等の一部改正 (会 計 課) �


� �

八戸ダム操作規則の一部改正 (河 川 課) �


� �
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平成��年��月�日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

� �

島根県核燃料税条例の施行期日を定める規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

島根県核燃料税条例の施行期日を定める規則

島根県核燃料税条例（平成��年島根県条例第��号）の施行期日は、平成��年�月	日とする。

島根県核燃料税条例施行規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

�������
	

島根県核燃料税条例施行規則

（趣旨）

��� この規則は、島根県核燃料税条例（平成��年島根県条例第��号。以下「条例」という。）の施行について必要な

事項を定めるものとする。

第�
���号 平成��年��月�日(�)

平成��年度クリーニング師試験の合格者 (薬 事 衛 生 課) ��

開発行為に関する工事の完了 (都 市 計 画 課) ��


���

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 ��

����

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 ��

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 ��

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定 ��

める規則の一部を改正する規則

� �

平成��年��月
日付け島根県報第�
���号中 (産 業 振 興 課) ��
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◇����� !���"#$%&'()��（規則第��号）

島根県核燃料税条例（平成��年島根県条例第��号）を平成��年�月	日から施行することとした。

◇����� !��"#��（規則第��号）

	 規則の概要

� 核燃料税の賦課徴収に関する文書の様式を定めることとした。（第
条第	項関係）

� 核燃料税の賦課徴収の手続等について島根県県税条例施行規則（昭和��年島根県規則第��号）の定める

ところによることとした。（第
条第
項関係）


 施行期日

平成��年�月	日から施行することとした。
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島 根 県 報

（文書の様式等）

��� 核燃料税の賦課徴収に関する次の表の左欄に掲げる文書の様式は、それぞれ同表の右欄に掲げるところによる。

� 前項に定めるもののほか、核燃料税の賦課徴収についての手続及び文書の様式は、島根県県税条例施行規則（昭和��

年島根県規則第��号）の定めるところによる。この場合において、同規則第�条第�項中「又はこの規則」とあるのは

「、島根県核燃料税条例（平成��年島根県条例第��号）、この規則又は島根県核燃料税条例施行規則（平成��年島根県

規則第�	号）」と、同規則第
条第�項中「条例第�条」とあるのは「島根県核燃料税条例第��条の規定により読み替

えられた条例第�条」とする。

� �

この規則は、平成�	年�月�日から施行する。

第���
�号 平成��年��月�日 (
)

文 書 の 種 類 様 式

� 条例第�条に規定する申告書及び条例第�条第�項に規定する修正申告書 第�号様式

� 条例第��条に規定する更正又は決定の通知書 第�号様式



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日(�)

�����（第	条関係）

（表）

受付印

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日
精査検算 訂正通知

通信日付印 確認印

・ ・

課税対象となる核燃料（新規挿入分）

課税対象とならな

い核燃料体数

③

装荷核燃料の合計

体数

①＋③

体 数

①

単 価

②

取得価額

（課税標準額）

①×②

重 量

体 円／体 円 ｇｕ

計 計 計 体 体

課 税 標 準 に 関 す る 明 細

発電用原子炉の所在

地及び名称

発電用原子炉への核

燃料の挿入年月日

年 月 日

（条例第
条第	項第 号該当）

年 月分核燃料税
申 告 書

修正申告書

年 月 日

支 庁 長

（ 事務所長）
様

原子炉設置者の所在地

原子炉設置者の名称及

び代表者氏名
�

この申告の担当部課名

及び担当者氏名 （電話番号 ）

区 分 課 税 標 準 額 税 率 税 額

申

告

納

付

額

申 告 又 は 修 正 申 告 額

①

千円

���

円

①のうち既に納付の確定した額

② ���

差 引 増 差 額

①－②

納 付 予 定 年 月 日 年 月 日



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (�)

（裏）

記載要領

	 ※印欄は、記載しないでください。


 「 年 月分」は、核燃料税が課される核燃料を発電用原子炉へ挿入した日の属する年月を記載してくだ

さい。

� 「申告納付額」欄の「課税標準額」欄は、千円単位で記載し、千円未満の端数は切り捨ててください。

� 「申告納付額」欄の「①のうち既に納付の確定した額②」欄は、この申告が条例第�条第
項の規定による修

正申告である場合に、当初の申告書に記載した額を記載してください。


 「課税標準に関する明細」欄は、次のように記載してください。

� 「発電用原子炉への核燃料の挿入年月日」欄は、次に掲げる場合の区分に応じ、次に掲げる日を記載してく

ださい。

ア 当該原子炉設置後最初に核燃料の装荷があった場合 法令の定めにより経済産業大臣が行う使用前検査に

合格した日（条例第�条第
項第	号該当）

イ 当該原子炉の法令の定めによる定期検査期間内に核燃料の装荷があった場合 当該定期検査が終了した日

（条例第�条第
項第
号該当）

ウ その他の場合 核燃料の装荷が終了した日（条例第�条第
項第�号該当）

� 「課税対象となる核燃料（新規挿入分）」欄は、条例第�条第
項の規定により、同項各号に掲げる年月日

に挿入があったとされる核燃料のうち、当該年月日前に挿入があったとされる核燃料（再挿入分）以外のもの

を単価ごとに記載してください。

� 「課税対象とならない核燃料体数③」欄は、再挿入分及び挿入があったとはされない核燃料（炉内にあり入

替えのなかったもの）の体数を記載してください。



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日(�)

�����（第�条関係）

（表）

第 号

年 月 日

様
支 庁 長

（ 事務所長）
印

核燃料税更正（決定）通知書

次のとおり課税標準額及び税額の更正（決定）並びに加算金額の決定をしたので通知します。不足税額及び加算金

額並びに不足税額に対する延滞金額を納期限までに納付してください。不足税額に対する延滞金の計算方法は、裏面

のとおりです。

この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して��日以内に、行政不服審査

法第	条の規定により、知事に審査請求をすることができます。審査請求書は、�通をなるべく当支庁（事務所）

を経由して提出してください。

年 度 年 月分 核燃料挿入年月日 年 月 日

申 告 期 限 年 月 日 申告書・修正申告書提出年月日 年 月 日

更正（決定）

の理由


 地方税法第���条第
項の規定による。

� 地方税法第���条第�項の規定による。

� 地方税法第���条第�項の規定による。

	 地方税法第���条第
項の規定による。


 地方税法第���条第�項の規定による。

� 地方税法第���条第�項の規定による。

� 地方税法第���条第
項の規定による。

� 地方税法第���条第�項の規定による。

区 分 課 税 標 準 額 税 率 税 額

更正（決定）額 ① 千円
���

円

①のうち既に納付
の確定した額 ②

差引過不足額 ①－② �

加
算
金
に
関
す
る
事
項

区 分 基本税額 乗 率 加算金額
左のうち既に
決定した額

差引今回決定
する額

過少申告加算
金

対象不足金額等 円 ��
���

円

加算対象金額等 �
���

計 円 円

不申告加算金
���

重加算金
���

計 �

この通知書により納付すべき税額等 �＋�

上記の税額等の納期限 年 月 日



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (�)

（裏）

延 滞 金 の 計 算 方 法

	 延滞金は、次の算式により計算してください。

� 不足税額の納期限まで又は不足税額の納期限の翌日から	月を経過する日までに納付される場合

不足税額 × �
���×
申告期限の翌日から納付の日までの期間の日数

���

� 不足税額の納期限の翌日から	月を経過する日後に納付される場合

不足税額 ×

�

�
���×

申告期限の翌日から不足税額の納期限までの期間及び不足税額
の納期限の翌日から	月を経過するまでの期間の日数�

���
＋ �
���×

申告期限の翌日から納付の日までの期間の日数－�

���

�


 �
���（年�
�％の割合）は、当該期間の属する各年の前年の��月��日を経過する時における公定歩合に年�

％の割合を加算した割合が年�
�％の割合に満たない場合は、当該公定歩合に年�％の割合を加算した割合に

なります。

� 不足税額に�����円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てて計算してください。また、不足税

額の全額が�����円未満であるときは、延滞金を計算する必要はありません。

� 延滞金に���円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。また、延滞金の全額が�����

円未満であるときは、延滞金を納付する必要はありません。



島 根 県 報

���������	
�

地方自治法（昭和��年法律第��号）第���条第�項の規定により、佐田町長から次のとおり字の名称を変更する旨の届

出があったので、同条第�項の規定により告示する。

なお、この届出に係る字の名称の変更の効力は、平成��年�月��日から生じる。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

本町において字の名称を変更する区域

���������	��

生活保護法（昭和�	年法律第�

号）第
�条の規定により、同法による医療扶助を担当する機関を次のとおり指定した

ので、同法第		条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������
��

生活保護法（昭和�	年法律第�

号）第	�条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の事業の廃止の届出があった

ので、同法第		条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第���
�号 平成��年��月�日(�)

現 在 の 字 名 変 更 後 の 字 名

大字宮内 大字須佐

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 指定年月日

安来市立病院 安来市広瀬町広瀬��
�番地 平成��年��月�日

隠岐の島町国民健康保険中村診療所 隠岐郡隠岐の島町中村
�番地 平成��年��月�日

隠岐の島町久見へき地診療所 隠岐郡隠岐の島町久見
��－� 平成��年��月�日

隠岐の島町国民健康保険都万診療所那久出張所 隠岐郡隠岐の島町那久	
 平成��年��月�日

隠岐の島町布施へき地診療所 隠岐郡隠岐の島町布施�
�－� 平成��年��月�日

隠岐の島町国民健康保険都万診療所 隠岐郡隠岐の島町都万���
－� 平成��年��月�日

隠岐の島町国民健康保険五箇診療所 隠岐郡隠岐の島町郡	�
番� 平成��年��月�日

隠岐の島町中村歯科診療所 隠岐郡隠岐の島町中村�	
�番地� 平成��年��月�日

隠岐の島町国民健康保険五箇歯科診療所 隠岐郡隠岐の島町郡	��番�
 平成��年��月�日

美郷町国民健康保険大和診療所比之宮出張所 邑智郡美郷町宮内	��番地� 平成��年��月�日

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 廃止年月日

西郷町国民健康保険中村診療所 隠岐郡西郷町大字中村
�番地 平成��年�月
�日

五箇村久見へき地診療所 隠岐郡五箇村久見
��－� 平成��年�月
�日

都万村国民健康保険診療所那久出張所 隠岐郡都万村大字那久	
 平成��年�月
�日



島 根 県 報

���������	�


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次のとお

り指定したので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	�


介護保険法（平成	年法律��
号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を次のとおり指定したの

で、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�
�
�号 平成��年��月�日 (�)

布施村へき地診療所 隠岐郡布施村大字布施���－� 平成��年	月
�日

都万村国民健康保険診療所 隠岐郡都万村大字都万���
－� 平成��年	月
�日

五箇村国民健康保険診療所 隠岐郡五箇村大字郡���－� 平成��年	月
�日

西郷町中村歯科診療所 隠岐郡西郷町大字中村����－� 平成��年	月
�日

都万村国民健康保険歯科診療所 隠岐郡都万村大字都万���
－� 平成��年	月
�日

五箇村国民健康保険歯科診療所 隠岐郡五箇村大字郡���番�� 平成��年	月
�日

大和村国民健康保険診療所比之宮出張所 邑智郡大和村大字宮内���番地� 平成��年	月
�日

指定訪問看護事業者・居宅介護事業者・居
宅介護支援事業者

実施する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・
居宅介護支援事業所 指 定

年月日
名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

有限会社 佐香 平田市灘分町���－�
痴呆対応型共
同生活介護

グループホーム 四
季彩

平田市灘分町���－�
平成��年
��月��日

有限会社 アゼーリ
那賀郡三隅町大字西
河内����番地��

通所介護
デイサービスセンタ
ーもやいの家うのは
な

益田市遠田町���番�
平成��年
��月��日

有限会社 アゼーリ
那賀郡三隅町大字西
河内����番地��

居宅介護支援
事業

ケアプランサービス
センターもやいの家
うのはな

益田市遠田町���番�
平成��年
��月��日

有限会社 アゼーリ
那賀郡三隅町大字西
河内����番地��

訪問介護
訪問介護ステーショ
ンもやいの家うのは
な

益田市遠田町���番�
平成��年
��月��日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

医療法人社団 水澄み会
痴呆対応型共
同生活介護

グループホームはまぼうふ
う

浜田市久代町�番�
平成��年
��月��日

有限会社 アゼーリ
痴呆対応型共
同生活介護

グループホームもやいの家
うのはな

益田市遠田町���番�
平成��年
��月��日
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���������	
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児童福祉法（昭和��年法律第���号）第��条の��の規定に基づき、次の指定居宅支援事業者から、当該指定に係る事業

所の名称の変更の届出があったので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	��

児童福祉法（昭和��年法律第���号）第��条の��の規定に基づき、次の指定居宅支援事業者から、当該指定居宅支援事

業の廃止の届出があったので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	
�

身体障害者福祉法（昭和��年法律第�	�号）第�
条の��の規定に基づき、次の指定居宅支援事業者から、当該指定に係

る事業所の名称の変更の届出があったので、同法第�
条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年��月�日(��)

事 業 者 の 名 称
事業の
種 類

事 業 所 の 名 称 変 更
年月日変 更 前 変 更 後

社会福祉法人 隠岐の島町社
会福祉協議会

居宅介護
西郷町社会福祉協議会居宅介
護事業所

隠岐の島町社会福祉協議会居
宅介護事業所

平成��年
��月�日

社会福祉法人 美郷町社会福
祉協議会

居宅介護
邑智町社会福祉協議会居宅介
護事業所

美郷町社会福祉協議会訪問介
護事業所

平成��年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護
三刀屋町社会福祉協議会訪問
介護事業所

訪問介護事業所みとや
平成��年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護 掛合町社協訪問介護事業所 訪問介護事業所かけや
平成��年
��月�日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
廃 止
年月日

社会福祉法人 大和村社会
福祉協議会

居宅介護
大和村社会福祉協議会訪問
介護事業所

邑智郡大和村都賀本郷���
平成��年

月��日

事 業 者 の 名 称
事業の
種 類

事 業 所 の 名 称 変 更
年月日変 更 前 変 更 後

社会福祉法人 隠岐の島町社
会福祉協議会

居宅介護
西郷町社会福祉協議会居宅介
護事業所

隠岐の島町社会福祉協議会居
宅介護事業所

平成��年
��月�日
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���������	
�

身体障害者福祉法（昭和��年法律第���号）第��条の��の規定に基づき、次の指定居宅支援事業者から、当該指定居宅

支援事業の廃止の届出があったので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年��月
日

島根県知事 澄 田 信 義

���������		�

知的障害者福祉法（昭和��年法律第��号）第��条の��第�項の規定に基づき、指定居宅支援事業者を次のとおり指定し

たので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年��月
日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	��

知的障害者福祉法（昭和��年法律第��号）第��条の��の規定に基づき、次の指定居宅支援事業者から、当該指定に係る

事業所の名称の変更の届出があったので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年��月
日

第�
	��号 平成�	年��月
日 (��)

社会福祉法人 隠岐の島町社
会福祉協議会

居宅介護
布施村社会福祉協議会指定居
宅介護事業所

隠岐の島町社会福祉協議会布
施居宅介護事業所

平成�	年
��月�日

社会福祉法人 美郷町社会福
祉協議会

居宅介護
邑智町社会福祉協議会居宅介
護事業所

美郷町社会福祉協議会訪問介
護事業所

平成�	年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護
三刀屋町社会福祉協議会訪問
介護事業所

訪問介護事業所みとや
平成�	年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護 掛合町社協訪問介護事業所 訪問介護事業所かけや
平成�	年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護 指定居宅介護事業所おおぎ 居宅支援事業所おおぎ
平成�	年
��月�日

社団法人 益田市医師会 居宅介護
益美医師会ホームヘルプ事業
所

益田市医師会ホームヘルプ事
業所

平成�	年
��月�日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
廃 止
年月日

社会福祉法人 大和村社会
福祉協議会

居宅介護
大和村社会福祉協議会訪問
介護事業所

邑智郡大和村都賀本郷�	�
平成�	年
�月��日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

社会福祉法人 雲南ひまわ
り福祉会

地域生活援助 木次ひまわりの家 雲南市木次町木次���
平成�	年
��月�	日
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島根県知事 澄 田 信 義

���������	
�

知的障害者福祉法（昭和��年法律第��号）第��条の��の規定に基づき、次の指定居宅支援事業者から、当該指定居宅支

援事業の廃止の届出があったので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

����������
�

島根県中山間地域活性化資金利子補給金交付要綱（平成	年島根県告示第

�号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

別表中備考以外の部分を次のように改める。

第�����号 平成��年��月	日(��)

事 業 者 の 名 称
事業の
種 類

事 業 所 の 名 称 変 更
年月日変 更 前 変 更 後

社会福祉法人 隠岐の島町社
会福祉協議会

居宅介護
西郷町社会福祉協議会居宅介
護事業所

隠岐の島町社会福祉協議会居
宅介護事業所

平成��年
��月�日

社会福祉法人 美郷町社会福
祉協議会

居宅介護
邑智町社会福祉協議会居宅介
護事業所

美郷町社会福祉協議会訪問介
護事業所

平成��年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護
三刀屋町社会福祉協議会訪問
介護事業所

訪問介護事業所みとや
平成��年
��月�日

社会福祉法人 雲南市社会福
祉協議会

居宅介護 掛合町社協訪問介護事業所 訪問介護事業所かけや
平成��年
��月�日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
廃 止
年月日

社会福祉法人 大和村社会
福祉協議会

居宅介護
大和村社会福祉協議会訪問
介護事業所

邑智郡大和村都賀本郷���
平成��年

月��日



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (��)
�
�
(第

�
条
関
係
)

中
山
間
地
域
活
性
化
資
金
の
種
類

利
子

補
給

率

融
資
機
関
が
措
置
要
綱
第
�
の
�
の
ア
､
ウ
及
び
オ
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合

融
資
機
関
が
措
置
要
綱
第
�
の
�
の
イ
､
エ
､
カ
及
び
キ
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合

貸
付
期
間

が
	
年
以

内
の
場
合

貸
付
期
間

が
	
年
を

超
え



年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が


年
を

超
え

�
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
�
年
を

超
え

�
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
�
年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
��
年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
��
年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
��
年
を

超
え

�

年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
�

年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
	
年
以

内
の
場
合

貸
付
期
間

が
	
年
を

超
え



年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が


年
を

超
え

�
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
�
年
を

超
え

�
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
�
年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
��
年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
��
年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
��
年
を

超
え

�

年

以
内
の
場

合

貸
付
期
間

が
�

年
を

超
え

��
年

以
内
の
場

合

�
措
置
要

綱
第
�
の

�
の
�
の

加
工
流
通

施
設
整
備

資
金

大
企
業
以

外
の
者
に

貸
し
付
け

る
場
合

貸
付
金
の
う

ち
�
億


千

万
円
以
下
の

部
分

年
��
��

パ
ー
セ

ン
ト

年
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��

パ
ー
セ

ン
ト

年
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��

パ
ー
セ

ン
ト

年
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��

パ
ー
セ

ン
ト

年
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パ
ー
セ

ン
ト

年
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�

パ
ー
セ
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ト

年
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パ
ー
セ
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年
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パ
ー
セ
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年
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パ
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セ
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年
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セ
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セ
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セ
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年
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年
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セ
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年
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パ
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貸
付
金
の
う

ち
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年
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パ
ー
セ
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年
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�

パ
ー
セ
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ト

年
��
�

パ
ー
セ
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ト

年
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パ
ー
セ
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ト

年
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�

パ
ー
セ
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ト

年
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�

パ
ー
セ
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ト

年
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�
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ー
セ
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ト

年
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�

パ
ー
セ
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ト

年
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�

パ
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セ
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ト

年
��
�

パ
ー
セ
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年
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パ
ー
セ
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セ
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大
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合

年
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年
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年
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�
措
置
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第
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保
健
機
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増
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整
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大
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島 根 県 報

� �

� この告示は、平成��年��月�日から施行し、この告示による改正後の島根県中山間地域活性化資金利子補給金交付要

綱の規定は、平成��年��月��日から適用する。

� 平成��年��月��日前に系統等民間資金を原資とする中山間地域活性化資金の融通に関する措置要綱（平成�年�月	

日付け�農経Ａ第�
�号農林水産事務次官依命通知）第�の�の規定により利子補給の決定を受けている中山間地域活

性化資金については、なお従前の例による。

������	
	�	�

企業参入促進資金利子補給金交付要綱（平成��年島根県告示第
��号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

別表貸付条件の欄中「年���パーセント」を「年��
パーセント」に改める。

� �

� この告示は、平成��年��月�日から施行する。

� この告示による改正後の企業参入促進資金利子補給金交付要綱の規定は、平成��年��月��日以後の貸し付けられる企

業参入促進資金について適用し、同日前に貸し付けられた企業参入促進資金については、なお従前の例による。

������	
	�
�

土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の退任の届出があったの

で、同条第�
項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

能義郡伯太町土地改良区

退任した役員の氏名及び住所

理事

池田 浩昭 安来市伯太町井尻��
�番地�

������	
	���

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定をするので、同法第

条第�項において

準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林の所在場所

八束郡東出雲町大字須田字金山谷�
��－�、字ナメラ谷�
��－�

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

第���
�号 平成��年��月�日(��)



島 根 県 報

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び東出雲町役場に備え置いて縦覧に供する。）

���������	
�

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定を解除するので、同法第��条第�項にお

いて準用する同条第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

島根県知事 澄 田 信 義

�� 解除に係る保安林の所在場所

出雲市下古志町字奥分	�	�－�、芦渡町字廻田����－�
、����－��

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

�� 解除に係る保安林の所在場所

出雲市所原町字堤外�
��－�

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

���������	��

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定を解除するので、同法第��条第�項にお

いて準用する同条第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除に係る保安林の所在場所

出雲市東神西町字井ノ内	���－�

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備


 解除の理由

道路用地とするため

���������	
�

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定を解除するので、同法第��条第�項にお

いて準用する同条第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

島根県知事 澄 田 信 義

第	����号 平成	�年	�月
日 (	
)



島 根 県 報

� 解除に係る保安林の所在場所

安来市広瀬町宇波����－�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 解除の理由

農道用地とするため

���������	
�

森林法（昭和��年法律第��	号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定を解除するので、同法第

条第�項にお

いて準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除に係る保安林の所在場所

八束郡美保関町大字七類����－�、
��
－�、
��
－
、
��
－�

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

下水道事業用地とするため

���������		�

森林法（昭和��年法律第��	号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定を解除するので、同法第

条第�項にお

いて準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除に係る保安林の所在場所

八束郡島根町大字多古��	�－�

� 保安林として指定された目的

風害の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

���������	��

次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第��	号）第

条の�において準用する

同法第
�条の�第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

昭和��年�月��日農林省告示第�

号（二に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

第���
�号 平成��年��月�日(��)



島 根 県 報

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次

のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び佐田町役場に備え置いて縦覧に供する。）

���������	
�

次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�において準用する

同法第��条の�第	項の規定により告示する。

平成
�年
�月�日

島根県知事 澄 田 信 義

	 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示（重要流域（平成
�年�月��日農

林水産省告示第���号で指定された重要流域をいう。）に係るものを除く。）で定めるところによる。

平成�年

月
�日農林水産省告示第
��
号

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次

のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び雲南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������	��

大規模小売店舗立地法（平成
�年法律第�
号）第�条第	項の規定による届出があったので、同条第�項において準用

する同法第�条第�項の規定により次のとおり告示する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から�月以内に、次の�に定めるところにより意見を述べることができる。

平成
�年
�月�日

島根県知事 澄 田 信 義

	 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ゆめタウン益田 島根県益田市高津町イ

��番地

�外

� 大規模小売店舗を設置する者の名称、代表者の氏名及び住所

株式会社ゆめカード 代表取締役社長 滝本繁 広島県広島市南区京橋町�番��号

� 変更した事項

大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

（変更前）

太陽商事株式会社 長崎県佐世保市卸本町�番�号 内型敦男

（変更後）

藤田服飾株式会社 広島県広島市西区商工センター�丁目

番
�号 藤田弘道

� 変更の年月日

平成
�年�月��日

� 届出年月日

平成
�年

月
�日

� 届出及び添付書類の縦覧場所

第
����号 平成
�年
�月�日 (

)



島 根 県 報

益田市企業誘致・振興課（益田市常盤町�番地�号）

� 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名又は名称及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

���������	
�

大規模小売店舗立地法（平成��年法律第��号）第�条第�項の規定による届出があったので、同条第�項において準用

する同法第	条第�項の規定により次のとおり告示する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から�月以内に、次の�に定めるところにより意見を述べることができる。

平成�
年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ゆめタウン益田 島根県益田市高津町イ����番地���外

� 大規模小売店舗を設置する者の名称、代表者の氏名及び住所

株式会社ゆめカード 代表取締役社長 滝本繁 広島県広島市南区京橋町�番��号

� 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の閉店時刻

（変更前）午後
時（ゆめタウン棟に入居する株式会社イズミ外�
社）

（変更後）午後��時（ゆめタウン棟に入居する株式会社イズミ外�
社）

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

（変更前）午前�時��分から午後
時��分

（変更後）午前�時��分から午後��時��分

� 変更の年月日

平成�
年��月�日

� 届出年月日

平成�
年��月��日

� 届出及び添付書類の縦覧場所

益田市企業誘致・振興課（益田市常盤町�番地�号）

� 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

第��
��号 平成�
年��月�日(��)
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� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名又は名称及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

���������	
�

国土調査法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、地籍調査の成果を次のとおり認証したので、同条

第�項の規定により告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	��

土地収用法（昭和��年法律第���号）第��条の規定に基づき事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義


 起業者の名称

雲南市

� 事業の種類

地域交流拠点施設整備事業並びにこれに伴う普通河川付替工事

	 起業地

� 収用の部分

島根県雲南市大東町飯田地内

� 使用の部分

なし

� 事業の認定をした理由

� 土地収用法第��条第
号の要件への適合性について

地域交流拠点施設整備事業並びにこれに伴う普通河川付替工事（以下「本件事業」という。）のうち、地域交流拠

点施設整備事業（以下「本体事業」という。）は、雲南市が、交流棟及び駅前交流広場（イベント広場及び駐輪場）

を整備しようとするものであり、土地収用法（昭和��年法律第���号。以下「法」という。）第	条第��号に掲げる

「地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、運動場その他公共の用に供する施設」に関する事業に該当する。

また、本体事業の施行により機能が遮断される普通河川の付替工事（以下「関連工事」という。）は、同条第�号

第�����号 平成��年��月	日 (��)

調査を行っ
た者の名称

調査を行った時期
成 果 の 名 称

調査を行った地域 認証年月日
地 籍 図 地 籍 簿

都万村 平成�
年度～��年度 ��枚 
冊 都万⑮ 平成��年��月�
日

美都町 平成�
年度～��年度 ��枚 
冊 朝倉Ⅰ 平成��年��月�
日
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に掲げる「その他公共の利害に関係のある河川」に関する事業に該当する。

よって、本件事業は、法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業の起業者である雲南市は、地方債及び一般財源により財源措置を講じているので、法第��条第�号の要件

を充足するものと判断される。

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

① 本件事業は、ＪＲ出雲大東駅周辺の交通結節機能の向上を図るとともに、公共交通利用者をはじめ駅前ゾーンに

集う人々が楽しく憩える交流空間の形成を図るものであり、本件事業を施行することにより得られる利益は、相当

程度存するものと考えられる。

② 一方、本件事業は、現在のＪＲ出雲大東駅周辺の公共用地（駅敷地、道路）の有効活用を核として計画されてお

り、本件事業の施行により失われる利益については、軽微なものであると考えられる。

③ ①で述べた得られる利益と②で述べた失われる利益とを比較衡量した結果、前者が後者に優越すると認められ

る。

よって、本件事業は法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業は、雲南市が、第�次大東町総合振興計画に基づき、地域交流拠点施設（交流棟）及び駅前交流広場（イ

ベント広場及び駐輪場）の整備を図るものである。

ＪＲ出雲大東駅は、県立大東高校への通学や隣接する公立雲南総合病院への通院などで�日平均およそ���人の乗

降客があるが、駅舎は築後��年以上が経過し老朽化が著しく、待合室も狭隘で乗客が外で待つ状態も見受けられる。

また、ＪＲとバスとの連絡がないため、駅が交通の拠点としての機能を果たしていない上、大型車両の出入り等で極

めて危険な状態にある。

また、隣接する公立雲南総合病院の役割は広域的な医療拠点としてますます重要となってくるものと考えられ、駅

並びに病院を含めた周辺の早急な整備が迫られている。

このようなことから、バリアフリー対応の『新たなる交流空間』となるＪＲ出雲大東駅周辺整備が喫緊の行政課題

となっているところである。

以上のことから、本件事業を実施する必要性が認められる。

次に、本件事業に係る起業地は、本体事業及び関連工事の施設規模及び利用目的等から勘案し、必要最小限度の範

囲であると認められる。

さらに、本件事業に係る起業地内に一時的な利用に供されるものは存在せず、使用の手段にはなじまないので、本

件事業の目的を実現するために、起業地全体に収用の手段を講じることが合理的と考えられる。

よって、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第��条第�号の要件を充足するものと判断され

る。

� 結論

既述のとおり、本件事業は法第��条各号の要件を充足するものと判断される。

よって、本件事業について、法第��条の規定に基づき、事業の認定をするものである。

� 土地収用法第��条の�第�項の規定による図面の縦覧場所

雲南市役所

���������	
�

道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和�	年法律第
��号）第
�条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から
�日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

第

���号 平成
�年
�月�日(��)
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平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	
�

道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から�	日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	��

電線共同溝を整備すべき道路の指定区間を次のとおり変更したので、電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成


年法律第��号）第�条第
項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	
�

第�����号 平成��年��月�日 (��)

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

県 道
上阿井八川
線

仁多郡横田町大字八川
字叶谷東山��	�番
地
先から同大字字叶谷西
山����番��地先まで

前
メートル

����～
�����

メートル
������ 木次土木建

築事務所仁
多土木事業
所

雪寒地域道路事
業

拡幅後
�����～

�����
������

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道
上久野大東
線

雲南市大東町塩田字平下モ道下�	番�地
先から同町篠淵��番�地先まで

メートル
��	���

平成��年
��月�日

木次土木建
築事務所

道路の
種 類

路 線 名
変更前
後の別

区 間
上り線又は
下り線の別

指 定
年月日

一般国道 ���号

前
益田市あけぼの西町��番�から同市あけぼの本町
番�

まで
上下線

平成��年
��月�日

後
益田市あけぼの西町��番�から同市あけぼの本町�	番��

まで
上下線

県 道
益田停車場
線

前 益田市駅前町ロ���番
から同町ロ���番�まで 上下線
〃

後 益田市駅前町ロ���番
から同市栄町���番
まで 上下線
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公有水面埋立法（大正��年法律第��号）第�条第�項の規定に基づき、次のとおり公有水面埋立てを免許したので、同

法第��条の規定により告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 免許年月日

平成��年��月��日

� 免許受人

島根県 代表者 島根県知事 澄田信義

	 埋立区域及び埋立に関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

島根県隠岐郡西ノ島町大字別府
��番地�の地先公有水面。

イ 区域

次の各地点を順次に結んだ線及び①の地点と⑩の地点とを結ぶ平成��年秋分の満潮位（Ｄ
Ｌ
＋�

�メートル）

における公有水面と陸地との境界線により囲まれた区域。

①の地点 隠岐郡海士町大字菱浦地先の隠岐松ヶ埼灯台（北緯��度�分	秒、東経���度	分��秒）から���度	分

��秒、�����
��メートルの地点

②の地点 ①の地点から�
�度
�分��秒、��
��メートルの地点

③の地点 ②の地点から��度
�分��秒、��
��メートルの地点

④の地点 ③の地点から�
�度
�分��秒、��

�メートルの地点

⑤の地点 ④の地点から��度
�分��秒、
�
��メートルの地点

⑥の地点 ⑤の地点から���度
�分��秒、�
��メートルの地点

⑦の地点 ⑥の地点から���度
�分��秒、�

�メートルの地点

⑧の地点 ⑦の地点から���度
�分��秒、



�メートルの地点

⑨の地点 ⑧の地点から��度
�分��秒、�

�メートルの地点

⑩の地点 ⑨の地点から���度
�分��秒、�
��メートルの地点

ウ 面積

�����
��平方メートル

� 埋立に関する工事の施行区域

ア 位置

島根県隠岐郡西ノ島町大字別府
��番地�の地先公有水面。

イ 区域

次の各地点を順次に結んだ線及びＡの地点とＥの地点とを結んだ線により囲まれた区域。

Ａの地点 隠岐郡海士町大字菱浦地先の隠岐松ヶ埼灯台（北緯��度�分	秒、東経���度	分��秒）から���度��分

�秒、����

��メートルの地点

Ｂの地点 Ａの地点から�
�度
�分��秒、��
��メートルの地点

Ｃの地点 Ｂの地点から��度
�分��秒、���
��メートルの地点

Ｄの地点 Ｃの地点から���度
�分��秒、��
��メートルの地点

Ｅの地点 Ｄの地点から�
�度��分��秒、��
��メートルの地点

ウ 面積

������
��平方メートル

	 埋立地の用途

漁業施設用地

第�����号 平成��年��月	日(��)
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���������		


港湾法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により浜田港臨港地区内に島根県管理港湾の臨港地区内の分区に

おける構築物の規制に関する条例（平成��年島根県条例第��号）第	条に規定する分区を指定したので、次のとおり告示

する。

その関係図書は、縦覧場所において告示の日から	週間一般の縦覧に供する。

平成��年��月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 分区指定区域

浜田市熱田町、長浜町、周布町及び治和町の臨港地区内

	 縦覧場所

島根県土木部港湾空港課及び浜田土木建築事務所

�����������


港湾法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により三隅港臨港地区内に島根県管理港湾の臨港地区内の分区に

おける構築物の規制に関する条例（平成��年島根県条例第��号）第	条に規定する分区を指定したので、次のとおり告示

する。

その関係図書は、縦覧場所において告示の日から	週間一般の縦覧に供する。

平成��年��月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 分区指定区域

那賀郡三隅町大字岡見の臨港地区内

	 縦覧場所

島根県土木部港湾空港課及び浜田土木建築事務所

�����������


港湾法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により西郷港臨港地区内に島根県管理港湾の臨港地区内の分区に

おける構築物の規制に関する条例（平成��年島根県条例第��号）第	条に規定する分区を指定したので、次のとおり告示

する。

その関係図書は、縦覧場所において告示の日から	週間一般の縦覧に供する。

平成��年��月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 分区指定区域

隠岐郡隠岐の島町中町、東町、東郷及び飯田の臨港地区内

	 縦覧場所

島根県土木部港湾空港課及び隠岐支庁土木建築局

�����������


港湾法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により別府港臨港地区内に島根県管理港湾の臨港地区内の分区に

第�����号 平成��年��月
日 (��)
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おける構築物の規制に関する条例（平成��年島根県条例第��号）第�条に規定する分区を指定したので、次のとおり告示

する。

その関係図書は、縦覧場所において告示の日から�週間一般の縦覧に供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 分区指定区域

隠岐郡西ノ島町大字別府字カド、字尾崎、字飯田、字尾ノ代、字茶山及び同町大字美田字八幡ノ前の臨港地区内

� 縦覧場所

島根県土木部港湾空港課及び隠岐支庁土木建築局島前事業部

��������	
��

建築基準法（昭和��年法律第���号）第	�条第�項の規定により、次のとおり一定の複数建築物に対する制限の特例に

係る認定をしたので、同条第
項の規定により告示する。

その関係図書は、木次土木建築事務所及び仁多町役場に備えて一般の縦覧に供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 対象区域

仁多郡仁多町大字三成���－��、���－��

� 認定の年月日及び番号

平成��年��月��日 第�号

��������	

�

島根県指定金融機関等の名称等（平成��年島根県告示第��号）の一部を次のように改正し、平成��年�月�日から施行

する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�号の表島根県信用農業協同組合連合会の項第�号コを次のように改める。

コ 飯石郡飯南町（八神、獅子、志津見及び角井の区域に限る。）

� �

���������

土 木 部

浜田土木建築事務所

八戸ダム操作規則（平成
年島根県訓令第
号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

受訓先を
「土 木 部
浜田土木建築事務所」

に改める。

第��条第�項中「川本土木建築事務所長」を「浜田土木建築事務所長」に改め、「松江地方気象台から」の次に「大田

邑智地区及び浜田地区において」を、「に関する」の次に「注意報又は」を加え、同条第�項中「平成
年�月��日訓河

第�����号 平成��年��月�日(��)
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発第��号」を「平成��年��月�日訓河第����号」に改める。

第��条第	号中「浜田土木建築事務所、建設省中国地方建設局浜田工事事務所」を「国土交通省中国地方整備局浜田河

川国道事務所」に改める。

第�
条の見出しを「（細則）」に改め、同条中「知事が別に」を「細則に」に改める。

� �

この訓令は、平成��年��月�日から施行する。

� �

クリーニング業法（昭和��年法律第��
号）第
条第	項の規定により平成��年��月�日に実施した平成��年度クリー

ニング師試験の合格者の受験番号は次のとおりである。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

	、�、�、��、��

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により公告す

る。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

	 開発区域

八束郡東出雲町大字揖屋町字崎田�
��番	 外��筆

面積 �����
���平方メートル

� 開発許可を受けた者の住所及び氏名

鳥取県米子市道笑町�丁目���番地

カナートプロダクツ株式会社

代表取締役 谷本賢司

� � � � 	 
 �

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県教育委員会委員長 中 村 俊 郎

��
����	
�����

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

市町村立学校の教職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第��条第	項中第�号を削り、第�号を第�号とする。

第�
条中第�号を削り、同条第�号中「第�号」を「第�号」に改め、同号を同条第�号とする。

別表第��中「頓原町立」を「飯南町立」に、「赤来町立谷小学校」を「同 谷小学校」に改める。

別表第��の�中「頓原町立」を「飯南町立」に改める。

別表第��の�中「赤来町立」を「飯南町立」に、「美都町立」を「益田市立」に改める。

� �

この規則は、平成�
年	月	日から施行する。

第�����号 平成��年��月�日 (��)
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� � � � � � �

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
���������
�

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改正す

る。

第��条中第�号を削り、第	号を第�号とする。

第��条中第
号を削り、同条第�号中「第	号」を「第�号」に改め、同号を同条第
号とする。

� �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
�����������

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

県立学校の教育職員の給与に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�
条第�項中第�号を削り、第	号を第�号とする。

第��条中第
号を削り、同条第�号中「第	号」を「第�号」に改め、同号を同条第
号とする。

� �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成��年��月�日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
�����������

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（昭和��年島根県人事委員会

規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条中「別表第��」を「別表第��」に改める。

別表第��の次に次の�表を加える。

�����

邑南町

第�����号 平成��年��月�日(��)

議会事務局 局長

町長部局 課長（支所の課長を除く。）、支所長、室長、主査、診療所長、総務課長補佐（人事又は総務
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�����

隠岐の島町

� �

この規則は、公布の日から施行する。

� 	

平成��年��月�日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第�����号 平成��年��月�日 (�	)

担当に限る。）、財政課長補佐

教育委員会事務局 教育長、課長、主査

小学校 校長、教頭

中学校 校長、教頭

議会事務局 局長

町長部局
参事、支所長、総務課長、財政課長、出張所長、総務課長補佐（行政又は職員担当に限

る。）、行政係長、職員係長

教育委員会事務局 教育長、参事

小学校 校長、教頭

中学校 校長、教頭

ページ 行 誤 正

�� 下から�
 島根県立中央病院長 中川正久 島根県知事 澄田信義
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